
修紅短期大学 研究不正防止計画 

 

【本計画の目的・基本方針】 

この計画は、修紅短期大学（以下「本学」という。）における、公的研究費等の適正な運営・

管理の体制を構築し、不正行為を未然に防ぐための具体的活動方針を定めることを目的とする。 

なお、本計画は、文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人等から配分される公的

研究費を中心に、配分先すべての機関において研究費を適正に管理するために必要な事項を示

した「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(平成１９年２月１５日文部科

学大臣決定)」に基づいて策定するものとする。 

 

 

１．教祖的資金等の不正防止計画に関する責任体系図【機関内の責任体系の明確化】 
（競争的資金等取扱規程第３条） 

 

 

 

       

不正防止の基本方針策定                        状況報告 

 

 

 

 

不正防止の具体策の提案                        状況報告 

 

 

 

         
※必要に応じてコンプライアンス推進副責任者【学科長】を学長が任命 

 

 

 

    不正防止計画作成・提示               実施状況及び実施内容報告 

 

                    不正防止計画実施、受講管理、指導、改善 

 

 

  

最高管理責任者【学長】 
（競争的資金等の適正な運営・管理について最高管理責任として最終責任を負う。） 

 

統括管理責任者【教務委員長】 
（競争的資金等の適正な運営及び管理について最高管理責任者を補佐し、全体を統括する実質的な責任と権限 

を持つ。） 

不正防止計画推進者【事務局長】 
（競争的資金等の適正な運営及び管理について統括管理責任者を補佐し、コンプライアンス教育及び研究費の 

管理に対し実質的な監督責任を負う。） 

総 務 課 

状況報告 

状況報告 

研究者（教員） 



２．不正を発生させる要因と不正防止具体策 

実施基準適用項目 関連項目 不正発生要因 不正防止策 

適正な運営・管理の
基盤となる環境の
整備に関する事項 

ル ー ル の 明 確
化・統一化 

国の法令・省庁のルール
変更後の認識が不足しが
ちになり、正しいルール
を把握できない。（ルー
ルと実態の乖離） 

・競争的資金等配分機関によるルール変更等
の説明会に参加する。 
・学内説明会等ですべての構成員（応募者、
応募事務担当者、資金執行事務担当者、物品
発注・検収事務担当、必要に応じて外部機関
関係者）に周知することとし、ルールの把握
を徹底する。 

職務権限の明確
化 

競争的資金等に関する業
務に対し複数の部署が関
わり、職務内容の権限が
不明確である。（業務分
掌と実態の乖離） 

・競争的資金等関係規程（競争的資金等取扱
規程、競争的資金等の不正行為に関する規程、
競争的資金等の物品発注手続き及び物品検収
業務に関する取扱規程）を適宜見直し、所掌
業務を明確にする。 
 

関係者の意識向
上 

研究不正と公的研究費の
関係について、意識が薄
い。 

・学内における関係諸規程の見直しを行い、
研究不正と競争的資金等の関係について明確
に記した。また、学内規程においては全ての
教職員が学内ネットワークで閲覧できる環境
が整備されている。 
・次年度の学内説明会では不正に係る説明内
容をさらに具体化し、研究者の不正に対する
意識向上に努める。 
・アンケート等で理解度について把握する。 
・全ての関係者に対し誓約書の提出を求め、
公金の取扱に対する意識の浸透を図る。 

告発等の取扱に
関する規程の整
備運用の透明化 

告発等の取扱いに関する
規程が整備されていな
い。 

不正が起こることを前提に、関係規程の見直
しを行い、調査の流れ、告発の取扱い、懲戒
の内容について整備し、万一の不正に備える。 

不正を発生させる
要因の把握と不正
防止計画の策定及
び実施に関する事
項 
 

不正防止計画の
策定 

不正防止計画が策定され
ておらず、事務職員と教
員間の認識度合いに温度
差が生じている。 

不正防止計画の策定（平成 26年度）及び、物
品発注・検収に関する規程の見直しを行い、
不正防止に係る認識の共有化を図った。 

不正防止計画の
実施 

不正防止計画の策定が不
十分のため、実施におい
ても同様。 

不正防止計画の策定に伴い、年度ごと本学の
不正発生要因となる事項を洗い出し、不正防
止計画を実施する。 

 
 
 
 
 
 
研究費の適正な運
営・管理活動に関す
る事項 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
発注・検収 
 
 
 
 
 
 
 
 

予算執行時期が特定の時
期に偏る。 

・研究の計画的遂行を促す。 
・研究費の執行を計画的に進めるよう研究者
に周知するとともに、繰越制度の活用につい
ても併せて説明することで予算執行時期の偏
りがないよう配慮する。 

決裁権限者の所在が不明
確。 

物品購入に係る決裁手続き等について事務決
裁権限規程に基づき遂行する。 

教員-業者間の取引きで
物品購入を行うことによ
り、事務へ支払いの伝達
がされない。（未払い等） 

教員と業者間で行われる物品購入について
は、事務担当者を通さなければ成立しないこ
とになっている。教員は購入事実を事務担当
者に伝え、事務担当者は学内規程に基づき物
品の発注、検収及び支払い等の事務処理が適
切に行われる体制が整備されている。 

コンプライアンス推進副責任者 【学部長】 

コンプライアンス推進副責任者 【学部長】 

コンプライアンス推進副責任者 【学部長】 

コンプライアンス推進副責任者 【学部長】 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究費の適正な運
営・管理活動に関す
る事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
発注・検収 

取引きに対する確認不十
分。 

競争的資金等の物品発注手続き及び物品検収
業務に関する取扱規程に基づき、証拠書類、
契約書、請負書保管等の確認と保管を徹底す
る。 

データベース・プログラ
ム・デジタルコンテンツ
作成・機器の保守・点検
など、特殊な役務契約に
係る検収が不十分。 

競争的資金等の物品発注手続き及び物品検収
業務に関する取扱規程に基づき、完了報告等
の履行が確認できる書類を基に立ち会いで検
収を行い、確実な納品検査を行う。 

同一の研究室における、
同一業者、同一品目の多
頻度取引による発注の偏
り。 

競争的資金等の物品発注手続き及び物品検収
業務に関する取扱規程に基づき、発注及び検
収は管財課が行い、資金執行は経理課が行う
こととし発注の偏りを防ぐ。 

検収業務やモニタリング
の形骸化 

競争的資金等の物品発注手続き及び物品検収
業務に関する取扱規程に基づき、物品が納品
された時は、管理事務担当者が現物確認を行
い、納品書に納品日を記した検収確認印を押
印する。 

業者による納品物品の持
ち帰りや納品検収時に納
品物品の反復使用。 

競争的資金等の物品発注手続き及び物品検収
業務に関する取扱規程に基づき、物品発注及
び検収担当者は、納品検収の際、業者による
物品持ち帰りや反復使用を防止するため物品
にマーキング、シリアル番号の付記を行う。 

事務担当者による業務の
個人依存、孤立した研究
環境 

事務担当者個人による業務遂行は極力抑制
し、関連部署で連携して業務にあたることと
している。研究者の研究環境においては、競
争的資金等に関係する規程を遵守させるとと
もに孤立した研究環境（物品発注などを研究
室で処理するなど）を作らせないことで研究
費の適正な運営・管理を行っている。 

支給 
出張の事実確認等が行え
る手続きが不十分 

出張命令書及び清算書等の提出を義務付け、
さらに総務部の各課において、複数の目で内
容を確認する。確認の際、疑問が生じた場合、
多角的に確認作業を行う。 

情報発信・共有化の
推進に関する事項 

相談・通報窓口
の設置 

ホームページ上に相談窓
口及び通報窓口がなく、
知識が曖昧な者が、間違
えた認識のもと手続きを
進めた結果、自己意識の
ないまま不正に加担して
しまう。 

・関係規程上、相談・通報の窓口設置につい 
て定める。 
・ホームページ上に各窓口を設ける。 
・本学が定める各窓口について学内説明会で 
周知する。 
 

モニタリングの在
り方に関する事項 

内部監査 
監査に関係する規程の整
備が不十分。 

・関係規程の見直しを行い、ガイドラインに
示されている適正な監査体制を整備する。 
・監事との連携を強化する。 

 


